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特定保健指導対象の職域男性における減量成功の条件とフロー

個別インタビューによる質的検討
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目的 特定保健指導対象の職域男性における減量成功までの関連条件とその流れ（以下，フロー）

を整理することを主な目的とし，質的な検討を行った。

方法 対象は，埼玉，栃木，大阪，和歌山の 5 つの職域健保組合の41歳から59歳の特定健診後継続

支援対象の男性で，6 か月間の特定保健指導後に 4以上の体重減少があった男性26人であっ

た。2009年10月から12月にかけて30分間のインタビューを行い，その録音と逐語録をもとに，

質的データ分析（理論的コード化）を行った。妥当性を高めるために専門家による検討を行っ

た。

結果 対象者の平均年齢は49.9±5.6歳，6 か月後の平均体重減少割合は6.8±2.5であった。質的

データ分析の結果，取組前は【健康状態や体型に関して，もともと気になっていたが，こんな

ものだと思っていた】が全対象者に共通して認められたが，初回面接後の手順は「結果や対象

となったことへの危機感」などの【自分のこととして危機感を感じた】者（以下，【危機感】）

と，「保健指導者のとの約束」など【義務感を抱いた】者の大きく 2 つのフローに分けられた。

さらに，【危機感】を感じた者は，【良い変化の実感】の後に【肯定的な認知】を持った者と

【否定的な認知】を持った者に分かれた。【否定的な認知】を持った者では支援終了後のリバウ

ンドの可能性が高い傾向が示された。取組みを開始する際の介在条件としては，【本人の性格・

価値観】，【家族の支援】，【職場の支援】，【取組に対する態度】の 4 カテゴリーが挙げられた。

結論 4以上の減量に成功した職域男性を対象とした個別インタビューの結果から，取組開始時

やその過程における対象者の認知が減量成功に大きく関わっている可能性が示唆された。そこ

で，特定保健指導では，初回面接及び継続支援時に対象者の認知を通じて取組み状況を確認

し，行動変容を促し，維持し，リバウンドを防ぐ支援が重要と考えられた。

Key words特定保健指導，男性，メタボリックシンドローム，肥満，減量

 は じ め に

平成19年国民健康・栄養調査によると，40～74歳
男性の 2 人に 1 人，女性の 5 人に 1 人はメタボリッ

クシンドローム（内臓脂肪症候群）が強く疑われる

者もしくはその予備群と考えられている1)。内臓脂

肪型肥満に起因する高血糖，脂質異常等のリスクが

重なると，虚血性心疾患や脳血管疾患等の発症リス

クが高くなる2)。我が国におけるコホート研究で

も，メタボリックシンドロームの該当者および予備

群（ウエスト周囲径高値且つリスク 1 個以上保有者）

では，全脳卒中罹患に対する相対危険度が2.66と，

メタボリックシンドロームのリスクのない者に比べ

て有意なリスク上昇が報告されている3)。また，脳

卒中および心筋梗塞を合わせた循環器疾患の罹患率

では，メタボリックシンドロームのない非喫煙男性

に比べてメタボリックシンドロームを有する非喫煙

男性でおよそ 2 倍，さらに喫煙男性ではおよそ 3 倍

と，リスクの上昇が認められている4)。したがっ
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て，メタボリックシンドロームのリスクを有する者

に早期の改善を促す必要がある。

これまで，各種の生活習慣病の一次予防，二次予

防対策が行われてきたが，十分な成果が得られてい

ないことが「健康日本21」の中間評価からも示され

ている5)。そこで，生活習慣病発症リスクの低減が

図れるという考え方を基本とした特定健診・特定保

健指導が平成20年度に開始され，生活習慣病の発

症・重症化のリスクで対象者を階層化し，行動変容

を促すための保健指導が開始された2)。対象者の選

定と階層化の基準には，内臓脂肪肥満の蓄積を反映

するとされる腹囲を用いているため2)，特定保健指

導の効果の指標として減量に焦点が当てられている。

減量には食生活の改善や身体活動促進が不可欠で

ある6,7)が，その成功要因や支援プロセスについて

はいまだ不明な点が多い。足達ら8)は，減量希望者

を対象とした研究で，1 か月後の減量や運動の目標

達成数等が減量維持と関連するが，事前に把握した

特性による予測は困難と報告している。特定健診・

特定保健指導2)では，「要指導」と指摘されて健康

教育などの保健指導に積極的に参加した者だけを対

象とするのではなく，健診受診者全員に対し，リス

クに基づく優先順位をつけ，保健指導の必要性に応

じて「情報提供」，「動機づけ支援」，「積極的支援」

を行うこととなっているため，足達らの結果をその

まま当てはめることは難しい。Elfhag らの減量要因

に関するレビュー9)では，6 か月以上の減量維持に

関わる要因として，目標体重の達成，介入後早期の

体重減少，食べすぎに対する柔軟な対応，セルフモ

ニタリング，コーピング，空腹への対処能力，セル

フエフィカシー，減量に対する強い動機と自信，安

定した生活が挙げられている。他に，自己設定した

減量目標が現実的であること，年齢が高いこと，取

組前に抑鬱症状が少ないことが関連するとの報告も

ある10,11)。しかし，これらはいずれも量的研究の結

果である。量的研究の場合，調査しようとする内容

や枠組みを調査者側があらかじめ設定し，対象者は

その枠組みの中で最も近い選択肢を回答することに

なる。しかし，人間の行動は複雑であり，取組前の

行動変容ステージは同じでも，減量が成功する者と

そうでない者が生じてくる。そこで，本研究では特

定保健指導を受けた者に対して質的研究法である個

別インタビューを実施し，減量成功までのプロセス

はどのようなものか，関連する条件と成功までの流

れ（以下，フローとする）を整理することを目的と

した。質的研究を用いることにより，人々の価値観

や信念，環境との関わり等を総合的に捉えることが

でき，収集された詳細なデータから理論的枠組みを

引き出すことが可能となる12)。このようにして減量

の成功要因を検討することは，今後より良いプログ

ラムの立案・実施のために有用と考えた。

これまで，特定保健指導での行動変容を促進する

要因について質的に検討した先行研究としては，支

援前に調査したもの13)や，支援終了後から約半年後

に調査を実施し，生活習慣の継続について検討した

もの14)がある。しかし，実際の減量結果との関係性

が不明など調査および分析手法の信頼性・妥当性は

不十分と考えられている13)。そこで，本研究では，

保健指導そのもの，あるいは支援を受けた対象者の

認知，行動等が減量成功にどのように影響していた

か，6 か月間の支援終了後に減量成功した者を対象

に，質的研究の信頼性や妥当性に配慮した調査およ

び分析を行った。

 方 法

. 研究デザイン

研究デザインは質的研究であり，半構造化面接調

査を実施し，理論的コード化（グラウンデッド・セ

オリー)15～17)により「減量成功のための条件とフ

ロー」に向けての理論を整理し，複雑に原因結果が

絡み合った現象を解釈することを中心に質的データ

分析を行った。また，具体的な成功までの介在条件

として語られた内容について要約的内容分析16)を行

った。

. 調査対象

対象者の選定基準は，6 か月間の支援終了後に

4以上減量18)に成功した職域男性とした。血圧や

血糖等の各種指標に改善をもたらす体重減少率は，

国内外において異なる目安が示されている19～21)。

国内では，日本糖尿病予防研究（JDPP）において3
年間追跡した結果，2.5の減量により糖尿病発生

抑制効果がみられたとの報告がある20)。また，メタ

ボリックシンドロームと診断された女性を対象に 3
か月間支援したプログラムでは，腹囲 3 cm の減少

でインスリン抵抗性や脂質代謝等に改善がみられた

と報告している21)。しかし，いずれも 3 年あるいは

3 か月と介入期間が本研究の対象者とは異なるた

め，支援開始から 6 か月後の成果を評価するのに当

てはめることはできない。そこで，本研究では，特

定保健指導の積極的支援対象者およそ700人を用い

た研究において，6 か月間の特定保健指導プログラ

ムの成果を評価する上で有用な客観的指標として提

案された，「4減量」を対象者の選定基準に用い

た18)。「4減量」が有用と判断された理由は，血圧

や中性脂肪，血糖などに有意な改善傾向が示され，

空腹時血糖値100 mg/dl 該当率も減少したことに



173173第59巻 日本公衛誌 第 3 号2012年 3 月15日

よる18)。この指標は，本研究の対象者と同じく特定

保健指導制度の中での 6 か月後の評価であることか

ら，基準として用いるのに妥当と考えた。

栃木県，埼玉県，和歌山県，および大阪府にある

5 つの職域健康保険組合の男性組合員で，平成20～
21年度に各健康保険組合が委託した機関において特

定保健指導を受けた830人のうち，4以上の減量が

成功した者は142人であった。インタビューへの協

力依頼は，すでに評価が終了した成功者43人と，評

価前ではあるが成功すると見込まれた者 4 人，計47
人に行った。協力依頼は特定保健指導を実施した健

診機関の担当者もしくは当該企業の保健師が行っ

た。そのうち同意が得られた27人（成功者23人，見

込み者 4 人）を対象に，インタビューガイドを用い

た個別インタビューを平成21年10～12月に実施した。

. 方法および調査項目

調査対象者にインタビューガイドを用いた約30分
間の半構造化面接を行った。主な質問項目は，1)
減量に成功したポイントを本人がどのように考えて

いるか，2) 減量に取組んでいる時の気持ちとその

変化，さらに周囲との関係について，3) 減量に対

する特定保健指導の影響をプラス面もマイナス面も

含めて把握することの 3 点である。具体的にインタ

ビューガイドに含まれた質問には，「今回，減量に

成功したポイントは何だと思われますか」，「とこ

ろで，減量に取組む途中でくじけそうになったこと

がありましたか」，「保健指導も受けられたと思い

ますが，それについてはどうですか 減量に取組

むにあたって役に立った，これはよかったというこ

とがありますか」などがあった。尚，インタビ

ューガイド作成にあたっては，過去に保健指導を実

施した経験のある医師，管理栄養士，および保健師

を交えた 2 日間のインタビューアーのトレーニング

において，ロールプレイによる議論を重ね，質問項

目を決定した。

インタビュー実施にあたって，インタビューアー

は事前に個人の健診の結果や行動目標の記録などを

確認しているが，インタビューの際にはできるだけ

本人の口から取り組んだ内容やその結果を把握する

ことを優先したため，インタビュー対象者に記録を

見せるのは必要最小限に留めた。また，インタビ

ューの中で食生活についての言及がない場合は，

「その他，食生活に関して，減量のために取組まれ

たことがありますか」などの質問を用いて食生活

の取り組みについて把握した。

以上の内容について，第一著者と直接保健指導を

行っていない管理栄養士 5 人がインタビューを実施

し，対象者の同意を得てインタビュー内容を IC レ

コーダーで記録し，後に逐語録を作成した。また，

インタビューアーが面談直後，インタビューで把握

した成功要因の記録を行った。

対象者の年齢，身体状況（身長，体重，腹囲），

支援前の準備性，喫煙歴等については，健診時に把

握したデータを用いた。

. 分析

インタビューの対象者の中には，インタビュー当

日に行われた最終評価で 4以上の体重減少がなか

った者も含まれていたため，本研究では実際に 4
以上の体重減少があった26例（96.3）を分析対象

とした。

データの分析では，グラウンデッド・セオリーを

開発する目的で集められたデータをオープン・コー

ディングにより分析する手順である「理論的コード

化」を中心に質的データ分析を行った15～17)（図 1）。
まず，逐語録を繰り返し読み，データへの開放性を

確保する策として行ごとに要約したセグメントを

コード化し，カテゴリーを作成するオープン・コー

ディング（定性的コーディングによる概念枠組みの

作成)15)を行った（図 1–◯）。次に，共通のテーマ

を含むと思われる複数のデータ（複数の事例の回答）

を相互に比較しながら，それらのデータにふさわし

いコードおよび概念的カテゴリーを考えていく継続

的比較法（図1–◯・◯）を行った。分析では，まず

注目した複数事例の逐語録を繰り返し読むことから

始め，上述した帰納的なアプローチで定性的コーデ

ィングを行い，カテゴリーを整理した。その後，残

りの事例について定量的なコーディングを行い（図

1–◯），最終的に全事例をカテゴリーに整理した。

その後，カテゴリー間の関係性を見出すために，複

数のサブカテゴリーをひとつのカテゴリーに関係づ

ける軸足コード化を行った（図 1–◯)16)。これは，

「現象」とその「原因」・「帰結」・「文脈」・その当事

者の「戦略」と「結果」の関係を明らかにするもの

である16)。カテゴリー間の構成を練り上げるため

に，作成されたカテゴリーだけでなく，逐語録に戻

って文脈を踏まえた確認を複数回行った。

定量的なコーディングでは，まず 1 つの事例につ

き 2 人の研究者がデータを分析し，結果が一致する

まで議論し確認を行った。なお，分析者はインタビ

ューを実施した管理栄養士等のほか，調査協力が得

られた施設の管理栄養士 3 人および保健師 1 人，栄

養学・健康教育に精通し特定保健指導などの患者教

育に携わった経験のある者 1 人，および質的研究に

詳しい者 1 人である。その後，全ての分析結果を持

ち寄り，軸足コード化までの過程で洗い出されたカ

テゴリーから減量成功までの条件とフローの整理を
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図 逐語録から文脈全体を把握した後の分析の流れ
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行うために，中核となるカテゴリーの抽出と理論の

統合・精製を行う選択コード化15)の討議を全員で行

った。減量成功までの関連条件とそのフローを整理

した後，減量成功者が取り組みを始めた際に影響を

与えた具体的な「介在条件」として語られた内容を

要約的内容分析にてコードに整理し，構造的内容分

析にて意味的に同質のコードを文脈単位で整理し

た16)。

. データ収集および分析における妥当性の確保

インタビューの実施に先立ち，質的研究に詳しく

実績22)のある第三著者を交えてインタビューガイド

を作成し，さらにインタビューアーのトレーニング

を行い，研究の目的およびインタビューガイドの内

容の理解を徹底し，調査手法の標準化を図った。さ

らに，一連の分析過程では，第三著者が中心とな

り，分析の適正性を確保するように努めながら，分

析者全員による討議および確認を行った。まず，内

的妥当性を高めるために，1) データのトライアン

ギュレーション（ひとつの事例を分析する際に，複

数の研究技法，理論的立場，データ源，分析者など

を組み合わせることにより，より多面的，包括的，

かつ妥当性の高い知見を得ること），2) ピア・レビ

ュー（インタビューの実施や分析に直接関わってい

ない研究者で，肥満疫学・行動療法に実践のある者

に会議に参加してもらい，作業仮説や結果を検証し

たりすること）を実施した。次いで，外的妥当性を

高めるために，1) 情報源（健診結果や問診票，イ

ンタビューアーのインタビュー直後の記録）のトラ

イアンギュレーション，2) 方法論のトライアンギ

ュレーション（複数の理論を組み合わせる）を行っ

た。

また，質的研究の場合，サンプルサイズの決定に

おいて研究の目的に対する回答が得られること，す

なわち理論的飽和状態に至ることが必要な要素と考

えられている23)。そこで，理論的飽和状態になるま

で段階的にサンプリングを行った場合（理論的サン

プリング)16)と比較して本研究の結果は妥当なもの

か検討した。具体的には，データが収集された日が

早い事例から順にサンプルを並べ分析結果を比較し

た結果，最終 2 例を追加しても新たなカテゴリーを

展開できるデータは見つからないことを確認した。

. 倫理的配慮

まず，各フィールドの特定保健指導を実施した健

診機関の担当者もしくは当該企業の保健師から研究

参加者の基準に相当すると思われる対象者に，研究

の趣旨と協力依頼を行った。了解が得られた対象者

に対して実際にデータ収集を行う前に，インタビ

ューアーが再度研究の目的や趣旨について文書を用

いて説明し，研究参加への依頼を行った。さらに調

査協力は自由意志に基づくこと，いつでも中止可能

なこと，調査以外の目的で面接内容を使用しないこ

と，プライバシーの保護などについても説明し，書

面にて同意を得た。また，対象者の語りが保健指導

を担当した者に聞かれないようにするために，イン

タビューは個室で行った。なお，本研究は香川栄養

学園実験研究に関する倫理審査委員会の承認（第66
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表 調査対象者の概要

事例1)

支 援 前 6 か月後評価時 1 年後健診時

減量まで
のフロー
タイプ3)支援

タイプ
年齢 喫煙者 準備性

支援
方法2)

身長
(cm)

腹囲
(cm)

体重
(kg)

腹囲
(cm)

体重
(kg)

体重変化
()

体重
(kg)

支援終了時
からの体重

変化率
()

1 積極的 50 ○ 関心期 IT 171.6 100.0 86.6 90.0 75.1 X13.3 75.2 0.9 ◯

2 積極的 59 ― 集団 160.6 89.0 66.6 85.0 60.5 X9.2 58.8 X27.9 ◯

3 積極的 53 ○ 準備期 IT 174.1 99.0 89.2 87.0 81.2 X9.0 82.0 10.0 ◯

4 積極的 56 ○ 関心期 面接 179.7 90.0 77.2 84.5 70.4 X8.8 71.0 8.8 ◯

5 積極的 56 関心期 IT 171.2 95.0 81.8 90.5 76.1 X7.0 73.3 X49.1 ◯

6 積極的 42 実行期 IT 172.0 88.0 69.5 79.0 65.9 X5.2 65.7 X5.6 ◯

7 積極的 46 関心期 面接 173.8 89.5 66.4 82.0 63.0 X5.1 63.1 2.9 ◯

8 積極的 45 ○ 関心期 IT 171.4 98.0 95.1 96.5 90.3 X5.0 91.0 14.6 ◯

9 積極的 50 関心期 手紙 172.4 97.0 78.2 91.0 73.5 X6.0 71.1 X51.1 ◯

10 動機づけ 41 ○ 準備期
動機づ
け(IT) 164.8 90.0 64.2 85.0 57.2 X10.9 53.9 X47.1 ◯

11 積極的 46 ○ 関心期 面接 175.7 95.5 81.7 85.5 73.6 X9.9 76.0 29.6 ◯–2

12 積極的 53 準備期 IT 173.3 91.0 75.4 85.0 70.3 X6.8 71.8 29.4 ◯–2

13 積極的 44 準備期 IT 168.9 85.0 76.6 85.0 71.6 X6.5 74.2 52.0 ◯–2

14 積極的 44 実行期 IT 167.4 90.0 73.1 78.0 69.6 X4.8 70.8 34.3 ◯–2

15 積極的 54 関心期 面接 175.8 95.5 78.8 93.5 75.4 X4.3 76.4 29.4 ◯–2

16 動機づけ 50 ○ ― 動機づけ 165.5 81.0 75.1 79.5 68.5 X8.8 71.7 48.5 ◯–2

17 動機づけ 54 実行期 動機づけ 168.6 90.0 73.7 93.6 70.7 X4.1 ― ― ◯–2

18 積極的 43 ○ 実行期 IT 177.5 95.0 85.3 88.0 75.8 X11.1 82.7 72.6 ◯

19 積極的 53 関心期 面接 176.2 91.0 76.8 84.0 72.1 X6.1 73.1 21.3 ◯

20 積極的 54 実行期 IT 174.7 86.2 70.1 84.0 66.2 X5.6 67.3 28.2 ◯

21 積極的 59 関心期 面接 173.8 88.0 67.3 82.5 63.6 X5.5 64.2 16.2 ◯

22 積極的 59 関心期 面接 173.4 90.5 72.6 84.5 68.8 X5.2 71.7 76.3 ◯

23 積極的 49 ○ 関心期 面接 166.4 96.5 80.1 88.0 76.3 X4.7 78.6 60.5 ◯

24 積極的 49 関心期 面接 171.4 101.0 91.8 95.5 87.8 X4.4 89.6 45.0 ◯

25 積極的 46 ○ 無関心期 面接 180.7 105.0 106.1 103.0 101.8 X4.1 105.6 88.4 ◯

26 動機づけ 43 ○ 無関心期 動機づけ 167.2 92.0 76.4 87.0 71.5 X6.4 ― ― ◯

1）対象者は，減量までのフロータイプ別に 6 か月後評価時の体重変化が大きい者から順に，積極的支援・動機づけ支援を分けて並

べた。

2）支援方法で，「動機づけ」と記述がある者以外は全て積極的支援対象者。「面接」方式とは，初回面接後に 6 か月間で 3 回の個別

面接（25分，15分，10分）と 3 回の電話（各 5 分）により支援を個別に行うプランである。「IT」方式とは，初回面接後 6 か月間に

渡り，携帯電話やパソコンのメール機能を用いて個別に支援を行うものである。「手紙」方式とは，対象者がプランの実行状況や体

重等を記入した記録シートを郵送により提出し，保健指導の担当者がコメントも郵送により返却するものである。「集団」とは，初

回を含め集団での指導を 3 回（各 2 時間）と，各指導の間に 4 回新聞を発行し情報提供を行ったものである。動機づけ支援の「IT」

方式とは，対象者は初回面接時に立てたプランについて毎日記録し，6 か月後のアンケートにより健康プランの実行状況や，身長・

体重・腹囲・血圧などを把握するものである。

3）減量の経緯別に，初めに危機感を感じた者を◯，義務感を抱いた者を◯とした。危機感を感じた者のうち，1 年後健診時にリバ

ウンドのあった者や途中否定的な認知が認められた者は◯–2 とした。
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号）を得て実施した。

 研 究 結 果

. 調査対象者の概要（表 1）
表 1 に調査対象者の概要を示した。26例のうち，

4 例は動機づけ支援の対象者であった。積極的支援

の対象者22例のうち，10例が個別面接方式（初回面

接＋個別面接 3 回および電話 3 回），10例が個別 IT
方式（初回面接＋電子メール），1 例が個別手紙方

式（初回面接＋手紙），および 1 例は集団方式（集
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図 6 か月後減量成功事例における関連条件とそのフロー
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団指導 3 回＋情報提供 4 回）による支援を受けてい

た。事前問診票により把握した行動変容の準備性

は，無関心期 2 人，関心期13人，準備期 4 人，実行

期 5 人，無回答 2 人であった。

対象者の平均年齢は49.9±5.6歳，プログラム開

始時の平均体重は78.3±9.7 kg，6 か月後評価時は

73.0±9.4 kg であった。6 か月間の体重の減少率は

4.1から13.3であり，平均減少率は6.8±2.5で

あった。また，体重減少量は3.0 kg から11.5 kg で

あり，平均は5.3±2.1 kg であった。1 年後の平均体

重は，健診未受診者 2 人を除く24人で，74.1±10.9
kg で，支援終了時からの体重変化率の平均は20.3
±38.1であった。

. 減量成功のための条件とフロー

理論的コード化により，特定保健指導を受けて減

量を成功させるまでの関連条件とそのフローを明ら

かにした。分析から得られた概念の関係図を図 2 に

示したが，本研究では 3 つのフローに大別された。

以後，カテゴリーは【 】，カテゴリーに含まれた

コードを「 」で示す。

まず，全対象者において，取組み前は【健康状態

や体型に関して，もともと気になっていたが，こん

なものだと思っていた】という現象が認められた。

具体的には，「健康状態が気になっていた」，「体型

が気になっていた」と感じていた一方で，「わかっ

ているけどできない」，「年をとると仕方がない」

「引っ掛かっていたが大丈夫だと思っていた」など

が認められた。初回面接後の減量のための行為を導

く条件としては，図 2 のメインフロー◯【自分のこ

ととして危機感を感じた】（以下【危機感】とする）

か，フロー◯【義務感を抱いた】（以下【義務感】

とする）の 2 つの原因的条件が示された。【危機感】

では，「結果や対象となったことへの危機感」や，

「家族のため」，「合併症が怖い」，「社会的排除を受

けた気分」などのコードが示された。一方【義務感】

では，「保健指導者との約束」，「上司の影響」，「仕

事上の立場」等が挙げられた。

その後，取り組んだ結果では，【良い変化の実感】

が全員に認められた。具体的には，「体重が減少し

た」，「腹囲の減少」，「体が軽くなった」等の身体面

の変化のほか，「間食をしなくなった」，「運動が習

慣化した」などの行動の変化，「効果を実感してい

る」，「自信がついた」などの認知の変化が認められ

た。その後，【危機感】を感じた者では，「減量する・

減っていくのが楽しみ」，「自信がついた」などの

【肯定的な認知】を実感した者と，「辛かった」，「具

体的な指導がしてほしかった」，「マニュアル化に対

する不満」など【否定的な認知】をした者（フロー

◯–2）の 2 つに分かれ，その後全員に【知識・スキ

ルが身につく】が認められた。【否定的な認知】を

持った 7 人のうち，1 年後健診データが得られた 6
人で 3 割から 5 割のリバウンドが認められた（表 1）。
一方，【義務感】の 9 人では，途中良い変化の実

感が認められたが，「管理されていた」，「面倒くさ

い」，「頑張らなかった」，「支援内容への不満」など

の否定的な認知がみられ，1 年後健診データが得ら
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表 原因的条件別にみた取り組む際の介在条件

カテゴリー サブカテゴリー

原因的条件

具体的なコード危機感
(17人)

義務感
(9 人)

性格・価値観 外交的（行動力がある) 8(47) 3(33) 「最終的には本人次第」「自分で決めたいタイプ」

「目標を決めたらやる」

内向的 6(35) 6(67) 「楽してやせたい」「今はやらない」「自分に弱い」

協調性を重んじる 8(47) 2(22) 「人間関係が大事」「家族が大事」「人目が気になる」

外見重視 8(47) 0( 0) 「見ためのかっこ良さが大事」「体力」

几帳面 4(24) 2(22) 「真面目・几帳面」「決められた事は守ろうとする」

家族の支援 情緒的支援 12(71) 5(56) 「協力を求めやすい関係」「家族の健康意識が高い」

「食事内容に対して指摘してくれる」

手段的支援 9(53) 3(33) 「食事を用意してくれる」「弁当を作ってくれる」

「一緒に取り組んでくれる」

職場の支援 仕事のゆとり 5(29) 4(44) 「職場の移動」「仕事に余裕がある」

情緒的支援 6(38) 4(44) 「取組やすい職場の雰囲気」「メタボの話題がある」

手段的支援 5(29) 3(33) 「周囲も運動している」「食事を注意しあう」

取組みに対する

態度

指導対象となったから 9(53) 5(56) 「メタボ対象となったから」「いい機会」

良いタイミング 4(24) 1(11) 「タイミングがよかった」「時間に余裕があった」

危機感をもった 15(88) 6(67) 「結果や対象となったことへの危機感」「やらなきゃ

と思っていた」「合併症が怖い」

支援者との約束 1( 6) 4(44) 「保健指導者との約束」

保健指導の内容 5(29) 1(11) 「情報入手によるモチベーションの向上」「指導者が

良かった」

自分のため 6(35) 1(11) 「自分のため」「良くなりたい・治したい」

周りへの責任感 5(29) 1(11) 「家族のため」「仕事に対する責任感」

経済的理由 2(12) 1(11) 「節約」「指導にかかる費用」
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れた 8 人全員で10以上のリバウンドが認められた

（表 1）。
事前問診票より得られた行動変容に対するステー

ジ（表 1）は，フロー◯で関心期 6 人，準備期 2 人，

実行期 1 人，不明 1 人であった。フロー◯ –2 で

は，関心期 2 人，準備期 2 人，実行期 2 人，不明 1
人であった。フロー◯では，無関心期 2 人，関心期

5 人，実行期 2 人であった。

. 介在条件として語られた内容について

対象者から語られた，取組の際の介在条件につい

て，原因的条件別にコードを要約的内容分析により

カウントした後，構造的内容分析にて文脈ごとに整

理した各カテゴリーの結果を表 2 に示した。カテゴ

リーは，【性格・価値観】，【家族の支援】，【職場の

支援】，【保健指導の受け止め方】の 4 つに分けられ

た。原因的条件として【危機感】を感じた者では，

外交的（47），協調性を重んじる（47），外見重

視（47）などの【性格・価値観】が約半数に認め

られ，「家族に協力を求めやすい」（情動的支援）

（71），「食事を用意してくれる」（手段的支援）

（53）などの【家族の支援】も多く認められた。

【保健指導の受け止め方】では，危機感を持った

（88），指導対象となったから（53）等が多かっ

た。一方，【義務感】で始めた者では，内向的な

【性格・価値観】のものが多かった（67）。保健指

導の受け止め方では，危機感を持った者も67と多

かったが，支援者との約束が44と，【危機感】で

始めた者に比べて多かった。また，【家族の支援】

のうち情緒的支援は約半数（56）であったが，具

体的なサポートを含む手段的支援は33と，【危機

感】があった者の53に比べて少なかった。
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 考 察

本研究では，特定保健指導という我が国独自の制

度のもとで減量に成功した職域男性における，減量

成功の条件とそのフローを対象者の認知を通じて把

握することが出来た。なお，減量成功の基準には体

重 4以上減量18)を用いたが，実際の体重減少量は

3.0 kg から11.5 kg であり，日本肥満学会が提唱す

る「サンサン運動｣24)の体重 3 キロとも一致した。

その結果抽出された条件としては，対象者を初回面

接後の取り組みに対する姿勢として【危機感】と

【義務感】者の大きく 2 つに分けられることが示さ

れ，【義務感】を感じる者に対しては，出来るだけ

早期に自分の事として危機感を感じる事が出来るよ

う支援する必要性がある事が示唆された。また，

【危機感】を感じて始めた者でも，途中「辛い」な

どの否定的な認知があった者では支援後にリバウン

ドの可能性が高くなることも示唆されたことから，

支援途中で目標の見直しや対象者に見合った支援内

容になっているかを確認することが重要であると考

えられた。

本研究の結果は，既存の理論やモデル，量的調査

から得られた先行研究の結果と照らし合わせてみて

も一致するところは多い。たとえば，取り組み開始

時においては，自分のこととして危機感を感じるこ

とが行動変容のきっかけの主な原因的条件になって

いることが示唆されたが，これは理想の自分と現状

のギャップを感じていた，合併症が怖い等の対象者

本人の健康感のほか，家族のために死ねない等，い

わゆるヘルスビリーフモデルの個人の認知としての

疾病に対する罹患性や重大性に該当する25)。また，

家族のため，仕事に対する責任など社会的な期待に

応えるためにその行動をするべきだと強く感じると

いうのは，いわゆる計画的行動理論の主観的規範が

高まったことにより行動変容が促されたと考えられ

る25)。また，事前の行動変容のステージが関心期，

準備期，および実行期の者は，いずれのタイプにも

分類されたが，無関心期の者は，義務感で取組みを

開始したタイプのみにみられた。減量を狙った食生

活支援の取り組みに行動変容ステージの概念を用い

ることが有効かどうか，ステージの把握方法も含め

て課題は残されている26)が，ステージが低い者に対

しては初回面接時に明確な動機付けのあり方が重要

と示唆される。

取組みを継続する上での行動・相互行為の戦略で

は，【取組みの工夫】が減量成功の重要な要素であ

ることが示された。体重増加の要因として，むちゃ

食いなどの抑制できない食行動，ストレスなどに対

して食べてしまう情動摂食などが報告されている9)

が，空腹，ストレスや誘惑場面などへの対処は本研

究の減量成功者で認められた。具体的には，お腹が

すいたときはお茶を飲んだなどの空腹時の対応や，

今日食べ過ぎたら明日はやめておくといった気持ち

の切り替えが報告された。さらに，「無理のない取

り組み」などの実践しやすい行動目標は，保健指導

を義務感で受けていた者において取組みを継続する

上で重要な要素であったと考えられた。しかし，行

動目標の設定においては，その後の対象者における

否定的な認知を抑制するためにも，対象者の行動変

容に対する準備性や本人を取り巻く家族や職場等の

状況への配慮も重要である。実際に，対象者全員に

認知や行動面で何らかの取組みの工夫は認められた

が，良い変化の実感後に「楽しかった」，「自信がつ

いた」などの肯定的な認知があった者のみでリバウ

ンドしたくない等の結果期待や 1 年後の更なる体重

減少がみられ，取組後の肯定的な認知が真の減量成

功につながると考えられた。自己効力は，行動変容

の開始とその維持の重要な要素であると言われてい

る25)。目標行動の設定においては，持続不可能な大

きな行動変容よりも，小さくても持続可能な行動変

容（スモールステップ）のほうが自己効力を高め，

減量の維持に重要であることが指摘されてい

る27,28)。本研究でも，無理のある目標設定や支援を

受けたと感じた者では，「辛かった」，「管理されて

いた」など【否定的な認知】が認められ，支援終了

後のリバウンドのリスクを高めた可能性が示唆され

た。そのため，支援者は初回面接或いは継続支援の

際に，無理のある目標設定になっていないか，対象

者の状況に即した具体的な支援が出来ているか等に

留意することが重要であると考えられた。

さらに，本人以外に起因する介在条件として重要

なことは，家族や職場などのポジティブな状態や関

係性であった。ソーシャルサポートには大きく 2 つ

のタイプ25)があるが，対象者からは「協力を求めや

すい関係性」，「取組状況を聞いてくれる」，「食事内

容を指摘してくれる」などの“情緒的サポート”，

「職場で報奨金がでる」，「弁当を作ってくれる」，

「一緒に取り組んでくれる」等の“手段的サポート”

が確認された。とくに本研究の対象であった職域男

性では家族からのサポートは重要であることが示唆

された。結果では示していないが，【危機感】を感

じた者のうちメインフロー◯（リバウンドなし）と

フロー◯–2（リバウンドあり）の情緒的支援は71
と56とそれほど変わらないが，手段的支援は70
と29と大きく異なっていた。そのため，「弁当を

作ってくれる」などの具体的なサポートが本研究の
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対象者における減量の成功およびその維持に有効で

あったと示唆された。家族の協力の重要性は，保健

指導対象者の 1 年後の生活習慣の継続について検討

した富田ら14)の研究の結果や減量に関するレビュー

の結果6)と一致している。また，本研究では支援だ

けでなく，家族や職場など周囲からの取り組んだ結

果への反応（社会的強化）も要因として抽出され，

すごいねって言われた，痩せてきたねと言われたな

どの減量行動に対する周囲からのほめ言葉などの

“社会的強化”や，周囲からほめられたという満足

による“心理的強化子”も行動変容の促進要因とな

っていたと考えられた。これはオペラント条件付け

の原理である25)。以上より，特定保健指導では対象

者がどのようなソーシャルサポートを必要としてい

るかを明らかにし，上手く利用できるように初回面

接及び継続支援中に働きかけることは重要であると

示唆された。そのため，今後の支援においては，食

生活や運動に関する具体的な技術の提供を充実させ

るだけでなく，カウンセリングや行動療法等の手法

を取り入れ，対象者個人の内的強化を高めたり，利

用可能なソーシャルサポートについて対象者自身が

気づき活用できるよう働きかけることが重要である

と思われた。また，本研究は職域男性を対象とした

が，【職場の支援】の一つとして「仕事に余裕があ

る」等の仕事のゆとりがあることは，行動変容を促

進する要因の一つであり，とくに【義務感】で減量

を始めた者において減量成功に大きく関わっている

ことが示唆された。

さらに，介在条件として挙げられた【性格・価値

観】からも【危機感】と【義務感】で異なるサブカ

テゴリーが抽出されたことから，対象者の性格など

も事前に把握しておくことも有用と考えられた。本

研究では，「自分に甘い」，「楽を選んでしまう」，

「規則で縛られるとできる」など内向的なタイプ，

「一度決めたらきちんとやる」，「目標を決めたらや

る」などの外に向かってエネルギーを費やす外交的

なタイプ，「人間関係が大事」，「家族が大事」など

協調性を重んじるタイプなど様々な性格タイプが認

められた。先行研究では，リバウンドした者では

「白か黒か」など二者択一タイプが多いのに対して，

減量維持に成功した者ではより柔軟的な価値観を持

った者が多い29)ことや，物事を客観的に判断する自

我が健診後のライフスタイル改善意志に関係してい

る30)など，体重管理に性格の違いが影響することを

指摘する研究もある。しかし，対象者の心理的状態

は減量に取り組んでいる過程でも変化し，その変化

も減量の成果に影響する31)と考えられていることか

ら，その評価方法も含めて，今後検討する必要があ

ると思われた。

以上のように，本研究で認められた減量成功者に

おける行動変容の促進要因は，健康行動の理論やモ

デル等と共通するものが多かった9,11,25～31)が，本研

究で用いた質的研究は仮説生成型研究とも呼ばれ，

一般化に関しては量的研究とは異なる一般性の概念

を持つ必要があるとされる32)。本研究では，グラウ

ンデッド・セオリーを用いて減量成功までの条件や

フローを検討する上で，データを集約・分類して概

念を抽出し，それらの概念間の関係を考え，繰り返

し比較・修正を加えながら，概念の確からしさ

（credibility，量的研究の内的妥当性に相当する概

念）を確認していった。そして，既存の理論やモデ

ル，および先行研究の結果等を踏まえてデータのト

ライアンギュレーションを行い，本研究の結果との

一致を確認した。さらに，分析後にデータの確から

しさを確認するために，保健指導や健康教育に詳し

い者によるピア・レビューも行った。

また，質的研究では量的研究とサンプリングの方

法も異なり，母集団を代表する結果を得るためにサ

ンプリングを行うのではなく，調査の目的に見合っ

たサンプルを収集し，その集団に潜在化する特性を

抽出することに主眼が置かれる32)。本研究では，特

定保健指導を受けた職域男性における減量成功まで

の条件とフローの理解を目的としていたため，特定

保健指導開始後から 6 か月後に 4以上の減量を達

成した者18)を対象としたサンプリングは妥当と考え

る。また，分析結果においても理論的飽和状態が得

られている。しかし，特定保健指導の支援方法をさ

らに集団支援や動機づけ支援等に限定する場合に

は，新たなデータ収集および分析による確認が必要

となる。また，喫煙者は非喫煙者に比べて特定保健

指導において減量に成功しにくいことが報告されて

いる33)。対象者を増やすなどして，喫煙状況別に減

量成功の条件とフローの検討を行っていく必要もあ

ろう。さらに，本研究は職域男性に限った検討であ

るため，異なる社会的特性を持つ集団に対しては更

なる検討が必要である。

本研究では，質的研究の信頼性や妥当性を確保す

るため，質的研究に詳しく実績22)のある研究者とと

もに，インタビューガイドの準備やインタビュー

アーのトレーニングを詳細かつ丁寧に行ったため，

高いレベルでの標準化を図ることができたと考え

る。さらに，管理栄養士や保健師，また栄養学や健

康教育を専門とする研究者等，特定保健指導に詳し

い専門家が本研究を遂行したため，深い洞察の上で

の分析が可能となったと考える。しかし，データ収

集および分析，またピア・レビューに携わった者の
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全てが特定健診・特定保健指導に携わる専門家であ

ったため，異なる立場での分析が欠けている可能性

は否定できない。このような限界はあるが，データ

収集や分析結果を導いた経緯を詳細に報告し，さら

に先行研究の結果を踏まえた考察をしたことで，本

研究では質的研究として合理的な結果を示すことが

できたと考える。

今後は，今回の質的研究から得られた成功に関わ

る要因やプロセスが減量成功にどの程度寄与するか

について，喫煙等さまざまな対象者特性を考慮した

量的な検討や，対照群を設定した検討へと発展させ

ていく必要がある。

 結 論

本研究は，特定保健指導を受けた職域男性のうち，

4以上の減量に成功した者を対象に個別インタビ

ューを実施し，減量を成功させるまでのプロセスは

どのようなものか，その関連条件とフローの理解を

目的とした質的研究である。その結果，初回面接後

に【危機感】と【義務感】を感じた者では減量成功

までの手順に【取組の工夫】等類似する点はあるが，

支援終了時における結果期待が異なり，その後の体

重管理に影響を及ぼす可能性が示唆された。特定保

健指導では，「自分のために，家族のために」とい

う危機感がなく，「対象となったから」と義務的に

保健指導を受ける者もおり，行動変容に無関心な者

も多いと考えられるため，行動変容を効果的に促す

ためには，食事や運動等に関する専門的な技能に加

え，カウンセリングや行動療法の手法を活用するこ

との重要性が改めて確認された。

本研究において，データ収集・分析にご協力いただき

ました関係者の皆様に深く感謝申し上げます。なお，本

研究は，平成21年度厚生労働科学研究費補助金（糖尿病

戦略等研究事業）生活習慣病対策における行動変容を効

果的に促す食生活支援の手法に関する研究助成を受けて

実施いたしました。
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Factors and prosesses associated with weight loss in male workers
in a speciˆc health guidance program

A qualitative analysis of in-depth interviews

Fumi HAYASHI*, Rie AKAMATSU2*, Ryoko EBINA3*, Setsuko NISHIMURA4*, Megumi OKUYAMA5*,
Yukiyo MATSUOKA6*, Masakazu NAKAMURA4*, Naoki SAKANE6*, Yoshiko ADACHI7* and Yukari TAKEMI8*

Key wordsspeciˆc health guidance program, male, metabolic syndrome, obesity, weight loss

Objectives A qualitative analysis was conducted to identify factors important for weight loss through a
speciˆc health guidance program and to understand the processes that were crucial in achieving suc-
cess.

Methods Twenty-six male workers aged 41–59 years from ˆve corporate health insurance societies in four
prefectures who had lost 4 weight by attending the six-month speciˆc health guidance program
were invited to participate in the in-depth interviews. Data were collected between October and De-
cember 2009. We audio taped the 30-minute interviews and performed qualitative analysis on the
transcripts using a grounded theory. The discussion by the expert panel strengthened the validity of
the analysis.

Results The mean age was 49.9±5.6 years, and the average weight loss was 6.8±2.5. All subjects were
somewhat concerned about their health status and body shape before the ˆrst appointment, but two
major prosesses, `̀ critical feeling'' and `̀ sense of obligation,'' were identiˆed after the ˆrst appoint-
ment. We also identiˆed innovative eŠorts in all subjects during the process. Those who reported a
`̀ sense of obligation'' at the beginning and those who had a negative perception during the program
were found to have higher risks of weight rebound after the program was over. We considered per-
sonality, values, attitudes toward the program, and support from both family and workplace as the
intervening conditions for behavior modiˆcation.

Conclusion Since everyone aged 40–74 years with a certain risk of metabolic syndromes is obligated by law
to participate in the speciˆc health guidance program, weight loss is challenging for those who are
not motivated enough to change their behaviors. Therefore, the initial assessment of one's motiva-
tions, followed by interventions taken in consideration of one's lifestyle and social background, are
crucial for the success of a weight loss program, as is the use of a client-centered approach.
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